パブリックコメント意見（案）
2011年３月11日の福島原発事故は、原子力発電の「安全神話」を覆し、核と人類は共存できないことをあらためて示しました。市民社会の世論は、圧倒的に「脱原発」を志向しています。

エネルギー基本計画案は、「原発を基盤となるベース電源」と位置づけ、原発の依存率を可能な限り低減させるとしながら「規模を確保する」としていることは、原発依存を進めることに他ならず、到底認めることはできません。 

これ以上、原発政策を推進すれば、使用済み燃料が原発サイト内のプールからあふれ出す状況になります。どのように処分しようと、将来の日本社会に大きな負担を押しつけることとなり、現在、最終処分をどうするか決定できていない中で、放射性廃棄物を増やし続けることは無責任と言うほかありません。 

また、原発そのものの安全性も全く確保できていません。地震大国・日本において原発政策を推進すること自体が間違いであることは、福島原発事故が証明しています。万が一、再び原発事故が引き起こされる事態となってしまえば、それこそ日本経済は重大な危機に陥ることとなります。特に、福井県や静岡県の原発における事故は、関西経済圏や首都圏を崩壊させる可能性があります。

近視眼的な経済対策のために修復不可能なリスクを背負う原発を動かすべきではなく、将来に向けた経済対策のためにも、そして何よりも私たちの子や孫たちに大きなツケを残さないために、原発に頼ることのない新しいエネルギー推進政策に力点を置くべきです。 

